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株主の皆様へ 
 

 

 

 株主の皆様には､日頃より格別のご高配を賜り厚く御礼申し

あげます。 

 さて､当社の第64期事業年度(自平成28年10月１日 至平成

29年９月30日)が終了いたしましたので､事業の概況について

ご報告申しあげます。 

 

事業の概況 
 

事業の経過および成果 

当連結会計年度におけるわが国の経済は、企業業績の改善

や雇用情勢の改善等、景気は緩やかな回復基調が続きました

が、英国の欧州連合（ＥＵ）離脱や北朝鮮問題、米国との貿

易問題など海外の政治経済面での不安定な要因もあり、景気

の先行きは依然として不透明なまま推移いたしました。 

当社グループを取り巻く市場環境も、消費者の節約志向、

低価格志向が恒常化している一方、当社の主要原材料である

原料海苔は、収穫量の減少による品薄感から仕入価格の高騰

が続いており、漁期開始当初から仕入価格は更に高騰し、引

き続き大変厳しい環境で推移いたしました。 

このような状況のもと、当社では原料海苔仕入価格高騰に

よるコスト増を吸収するべく家庭用海苔製品等の価格改定を

実施するとともに、販売促進費を中心とした経費削減に注力

し、経営効率の向上に努めてまいりました。 
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その結果、当連結会計年度における当社グループの売上高

は16,672百万円（前期比0.8％増）となりました。利益面にお

きましては、営業利益は205百万円（前期比20.3％増)、経常

利益は214百万円（前期比17.0％増）と増益となりましたが、

当社関西物流センターの一部解体工事に伴い固定資産除却損

を特別損失に計上したことから、親会社株主に帰属する当期

純利益は90百万円（前期比21.2％減）となりました。 

セグメントの業績を示すと、次のとおりであります。 

（食品製造販売事業） 

売上高を品目別に分類しますと、家庭用海苔は、原料海苔

仕入価格の高騰により一部製品価格の値上げを実施したこと

による販売数量の減少により、6,504百万円（前期比2.0％減）

となりました。進物品につきましては、ギフト市場の不振に

より、1,449百万円（前期比7.2％減）となりました。ふりか

け等につきましては、新製品の寄与により、3,476百万円（前

期比4.2％増）となりました。業務用海苔につきましては、既

存取引先での販売が好調に推移したことや新規取引先の開拓

等により、5,193百万円（前期比5.7％増）となりました。そ

の他は、35百万円（前期比57.8％減）となりました。 

以上の結果、食品製造販売事業の売上高は16,658百万円 

(前期比0.8％増)、営業利益は197百万円（前期比18.0％増) 

となりました。 

（不動産賃貸事業） 

不動産賃貸事業の売上高は、14百万円（前期比41.4％増) 

となり、営業利益は７百万円（前期比147.4％増）となりまし

た。 

なお、当期の期末配当金につきましては、業績や財政状態

等を総合的に勘案し、前期と同じく１株につき15円とさせて

いただくことに決定いたしました。 

株主の皆様におかれましては、何卒今後とも変わらぬご支

援、ご鞭撻を賜りますよう謹んでお願い申しあげます。 

 

平成29年12月 

 

代表取締役社長 稲 野 達 郎 
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今後の見通しと対処すべき課題 

(1) 今後の見通し 

当社グループを取り巻く市場環境は、消費者の生活防衛

意識の高まりから、依然として節約志向、低価格志向が続

き、大変厳しい環境が続くものと想定されます。 

このような状況の中、当社グループといたしましては、

原料海苔仕入価格の高騰に対処するべく、引き続き製造コ

ストや販売促進費を中心とした経費の削減に注力するとと

もに、消費者ニーズに対応した新製品の開発、積極的な販

売活動を展開し、売上目標・利益目標の達成と経営効率の

向上に向けての努力を続けてまいります。今後とも「消費

者的視点にたった経営」を経営理念として、優れた価値あ

る製品を提供し、どのような環境の変化にも対応できる販

売競争力のある強固な企業体質の確立と経営効率の向上を

図ってまいります。 

(2) 対処すべき課題 

施策といたしましては、中期経営戦略として以下の５点

を掲げております。 

① 多様化、個性化する消費者の支持を得られる新製品の

開発を強力に推進していくこと。 

② 新販路、新しいマーケットの更なる開拓強化を推し進

めていくこと。 

③ 平成12年に全工場・全製造品目で「ISO9002」の認証を

取得、平成15年に「ISO9001：2000年版」の認証を取得、

平成21年には「ISO9001：2008年版」の認証を取得いたし

ましたが、今後も更に製品の安全性、品質の安定性、顧

客への安心感を高めていくこと。 

④ 生産性の向上と全社的経費削減を継続して実行してい

くこと。 

⑤ 中国をはじめとする海外マーケットを開拓すること。 

以上を積極的に取り組み、強固な企業体質の確立と業績

の向上に邁進してまいる所存であります。 

 

設備投資および資金調達の状況 

当連結会計年度は、工場の合理化と製品の品質向上を目的

とした生産設備の更新など、総額162百万円の投資を実施しま

した。所要資金は、自己資金をもって充当いたしました。 
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財産および損益の状況の推移 
 

①企業集団 
 

区   分 
第61期 

 
(平成26年9月期)

第62期 
 

(平成27年9月期)

第63期 
 

(平成28年9月期)

第64期 
(当連結会計年度) 
(平成29年9月期)

売 上 高(百万円) ― 16,280 16,539 16,672 

経常利益(百万円) ― 69 183 214 

親会社株主

に帰属する

当期純利益

(百万円) ― △8 114 90 

1株当たり当期純利益(円) ― △1.59 22.61 17.81 

総 資 産(百万円) ― 12,048 12,154 12,462 

純 資 産(百万円) ― 9,606 9,642 9,711 

1株当たり純資産額(円) ― 1,893.90 1,901.07 1,914.66 

 
(注) 1. 当社は、第62期より連結計算書類を作成しております。 

2. １株当たり当期純利益は、期中平均発行済株式総数に基づき算
出し、銭未満を四捨五入して表示しております。 
なお、期中平均発行済株式総数は自己株式を控除して算出して
おります。 

 

②当社 
 

区   分 
第61期 

 
(平成26年9月期)

第62期 
 

(平成27年9月期)

第63期 
 

(平成28年9月期)

第64期 
(当事業年度) 
(平成29年9月期)

売 上 高(百万円) 15,630 16,240 16,494 16,609 

経常利益(百万円) 301 97 202 229 

当期純利益(百万円) 202 19 87 69 

1株当たり当期純利益(円) 39.89 3.93 17.21 13.79 

総 資 産(百万円) 12,458 12,051 12,131 12,416 

純 資 産(百万円) 9,701 9,664 9,683 9,710 

1株当たり純資産額(円) 1,912.16 1,905.23 1,908.99 1,914.49 

 
(注) １株当たり当期純利益は、期中平均発行済株式総数に基づき算出

し、銭未満を四捨五入して表示しております。 
なお、期中平均発行済株式総数は自己株式を控除して算出してお
ります。 
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  連結貸借対照表（平成29年９月30日現在） 

 
(単位：千円) 

 
科    目 金  額  科    目 金  額 

(資産の部) 

流 動 資 産 

現 金 及 び 預 金 

受取手形及び売掛金 

た な 卸 資 産 

繰 延 税 金 資 産 

そ の 他 

固 定 資 産 

有形固定資産 

建物及び構築物 

機械装置及び運搬具 

土 地 

そ の 他 

無形固定資産 

投資その他の資産 

投 資 有 価 証 券 

繰 延 税 金 資 産 

そ の 他 

貸 倒 引 当 金 

 

9,667,449 

868,336 

3,025,115 

5,681,411 

48,856 

43,729 

2,794,874 

2,238,212 

429,640 

286,423 

1,509,111 

13,036 

26,164 

530,497 

455,900 

33,097 

52,500 

△11,000 

  
(負債の部) 

流 動 負 債 

支払手形及び買掛金 

未 払 金 

未 払 法 人 税 等 

賞 与 引 当 金 

そ の 他 

固 定 負 債 

退職給付に係る負債 

役員退職慰労引当金 

 
 

2,245,241 

1,211,404 

839,182 

55,000 

82,011 

57,642 

505,279 

342,583 

162,695 

 負 債 合 計 2,750,520 

 

 
(純資産の部) 

株 主 資 本 

資 本 金 

資 本 剰 余 金 

利 益 剰 余 金 

自 己 株 式 

その他の包括利益累計額 

その他有価証券評価差額金 

為替換算調整勘定 

退職給付に係る調整累計額 

 
 

9,558,890 

814,340 

1,043,871 

7,725,749 

△25,070 

152,912 

164,502 

9,950 

△21,539 

 純 資 産 合 計 9,711,803 

資 産 合 計 12,462,324  負債及び純資産合計 12,462,324 

 
 (注) 記載金額は、千円未満を切り捨てて表示しております。 
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連結損益計算書 (自 平成28年10月１日 
至 平成29年９月30日 ) 

 
(単位：千円) 

 
科          目 金         額 

売 上 高  16,672,840 

売 上 原 価  11,434,600 

売 上 総 利 益  5,238,240 

販 売 費 及 び 一 般 管 理 費  5,033,196 

営 業 利 益  205,044 

営 業 外 収 益   

受 取 利 息 66  

受 取 配 当 金 7,510  

為 替 差 益 983  

そ の 他 3,540 12,101 

営 業 外 費 用   

支 払 利 息 2,470  

そ の 他 405 2,875 

経 常 利 益  214,269 

特 別 利 益   

固 定 資 産 売 却 益 49 49 

特 別 損 失   

固 定 資 産 除 却 損 45,071  

固 定 資 産 売 却 損 28 45,099 

税 金 等 調 整 前 当 期 純 利 益  169,219 

法 人 税 、 住 民 税 及 び 事 業 税 73,654  

法 人 税 等 調 整 額 5,248 78,902 

当 期 純 利 益  90,316 

親会社株主に帰属する当期純利益  90,316 

 
 (注) 記載金額は、千円未満を切り捨てて表示しております。 
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連結株主資本等変動計算書 (自 平成28年10月１日 
至 平成29年９月30日 ) 

 
(単位：千円) 

 
 

株    主    資    本 

資 本 金 資本剰余金 利益剰余金 自 己 株 式 株主資本合計 

当 期 首 残 高 814,340 1,043,871 7,711,518 △25,070 9,544,659 

当 期 変 動 額      

剰余金の配当   △76,085  △76,085 

親会社株主に
帰 属 す る 
当 期 純 利 益 

  90,316  90,316 

株主資本以外
の項目の当期
変動額(純額) 

    ― 

当期変動額合計 ― ― 14,231 ― 14,231 

当 期 末 残 高 814,340 1,043,871 7,725,749 △25,070 9,558,890 

 

 

そ の 他 の 包 括 利 益 累 計 額 

純資産合計 そ の 他 
有 価 証 券 
評価差額金 

為 替 換 算 
調 整 勘 定 

退職給付に 
係 る 調 整 
累 計 額 

そ の 他 の 
包 括 利 益 
累計額合計 

当 期 首 残 高 130,453 6,249 △38,495 98,207 9,642,866 

当 期 変 動 額      

剰余金の配当     △76,085 

親会社株主に
帰 属 す る 
当 期 純 利 益 

    90,316 

株主資本以外
の項目の当期
変動額(純額) 

34,048 3,701 16,955 54,705 54,705 

当期変動額合計 34,048 3,701 16,955 54,705 68,936 

当 期 末 残 高 164,502 9,950 △21,539 152,912 9,711,803 
 

(注) 記載金額は、千円未満を切り捨てて表示しております。 
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連 結 注 記 表 
 

(連結計算書類作成のための基本となる重要な事項に関する注記等) 

 １.連結の範囲に関する事項 

  連結子会社の数  １社 

  連結子会社の名称 大森屋（上海）貿易有限公司 

 

 ２.連結子会社の事業年度等に関する事項 

連結子会社の大森屋（上海）貿易有限公司の決算日は12月31日であり

ます。 

連結計算書類の作成にあたっては、当該子会社の平成29年９月30日現

在で実施した仮決算に基づく計算書類を使用しております。 

 

 ３.会計方針に関する事項 

(1) 重要な資産の評価基準及び評価方法 

① 有価証券の評価基準及び評価方法 

   その他有価証券 

    時価のあるもの 

決算期末日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は、全部純資

産直入法により処理し、売却原価は移動平均法により算定） 

    時価のないもの 

総平均法による原価法 

② たな卸資産の評価基準及び評価方法 

    製品・原材料・仕掛品 

主として総平均法による原価法（貸借対照表価額については収益

性の低下に基づく簿価切下げの方法） 

    貯蔵品 

最終仕入原価法 

(2) 重要な固定資産の減価償却の方法 

① 有形固定資産（リース資産を除く） 

 当社は定率法（ただし、平成10年４月１日以降に取得した建物（建

物附属設備を除く）並びに平成28年４月１日以降に取得した建物附属

設備及び構築物については、定額法）を採用し、在外連結子会社につ

いては、定額法を採用しております。 

② 無形固定資産（リース資産を除く） 

 定額法 

 なお、ソフトウエア（自社利用分）については、社内における利用

可能期間（５年）に基づく定額法によっております。 

(3) 引当金の計上基準 

① 貸倒引当金 

 債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実

績率により、貸倒懸念債権等特定の債権については個別に回収可能性

を検討し、回収不能見込額を計上しております。 

② 賞与引当金 

 従業員に対する賞与の支給に備えるため、将来の支給見込額のうち

当連結会計年度の負担額を計上しております。 

③ 役員退職慰労引当金 

 役員の退職慰労金の支給に備えるため、内規に基づく期末要支給額

を計上しております。 

(4) 退職給付に係る会計処理の方法 

① 退職給付見込額の期間帰属方法 

 退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込額を当連結会計年度末

までの期間に帰属させる方法については、給付算定式基準によってお

ります。 
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② 数理計算上の差異の費用処理方法 

 数理計算上の差異は、各連結会計年度の発生時における従業員の平

均残存勤務期間以内の一定の年数（10年）による定額法により按分し

た額を、それぞれ発生の翌連結会計年度から費用処理することとして

おります。 

(5) その他連結計算書類作成のための基本となる重要な事項 

 消費税等の会計処理 

 消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式によっております。 

 

(追加情報） 

繰延税金資産の回収可能性に関する適用指針の適用 

 ｢繰延税金資産の回収可能性に関する適用指針｣（企業会計基準適用

指針第26号 平成28年３月28日）を当連結会計年度から適用しており

ます。 

 

(連結貸借対照表に関する注記) 

 1. 有形固定資産の減価償却累計額 3,657,176千円

2. 期末日満期手形及び電子記録債務の処理 

期末日満期手形及び電子記録債務については、手形交換日等をもって

決済処理しております。 

なお、当連結会計年度末日が金融機関の休日であったため、次の期末日

満期手形及び電子記録債務が、期末残高に含まれております。 

受取手形 88千円

支払手形 76,880千円

電子記録債務 169,160千円

 

(連結株主資本等変動計算書に関する注記) 

1. 当連結会計年度の末日における発行済株式の総数 

    普通株式 5,098,096株

2. 剰余金の配当に関する事項 

(1) 配当金支払額等 

平成28年12月20日開催の第63回定時株主総会において、次のとおり

決議しております。 

① 配当金の総額 76,085千円

② １株当たり配当額 15円

③ 基準日 平成28年９月30日

④ 効力発生日 平成28年12月21日

(2) 基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が

翌期となるもの 

平成29年12月20日開催の第64回定時株主総会において、次のとおり

付議いたします。 

① 配当金の総額 76,085千円

② １株当たり配当額 15円

③ 配当の原資 利益剰余金

④ 基準日 平成29年９月30日

⑤ 効力発生日 平成29年12月21日
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(金融商品に関する注記) 

1. 金融商品の状況に関する事項 

(1) 金融商品に対する取組方針 

当社グループは、資金運用については安全性の高い金融資産に限定

し、資金調達（主に短期）については銀行等金融機関からの借入によ

っております。 

(2) 金融商品の内容及びそのリスク並びにリスク管理体制 

営業債権である受取手形及び売掛金に係わる信用リスクは、販売管

理規程及び売掛債権管理に関する細則に沿ってリスク低減を図ってお

ります。 

投資有価証券は全て株式であり、定期的に時価や発行体（取引先企

業）の財務状況等を把握しております。 

営業債務である支払手形及び買掛金、未払金は主に２ケ月以内の支

払期日であります。 

(3) 金融商品の時価等に関する事項についての補足説明 

金融商品の時価には、市場価格に基づく価額のほか、市場価格がな

い場合には合理的に算定された価額が含まれております。 

 2. 金融商品の時価等に関する事項 

平成29年９月30日における連結貸借対照表計上額、時価及びこれらの

差額については、次のとおりであります。なお、時価を把握することが

極めて困難と認められるものは含まれておりません（(注）2.参照)。 
 

 
連結貸借対照表 
計上額(千円) 

時価 (千円) 差額 (千円) 

(1) 現 金 及 び 預 金 868,336 868,336 ― 

(2) 受取手形及び売掛金 3,025,115 3,025,115 ― 

(3) 投 資 有 価 証 券 
(その他有価証券) 

444,020 444,020 ― 

資   産   計 4,337,472 4,337,472 ― 

(1) 支払手形及び買掛金 1,211,404 1,211,404 ― 

(2) 未   払   金 839,182 839,182 ― 

負   債   計 2,050,586 2,050,586 ― 
 

（注）1. 金融商品の時価の算定方法及び有価証券に関する事項 

    資 産 

    (1) 現金及び預金、(2) 受取手形及び売掛金 

これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額と近似し

ていることから、当該帳簿価額によっております。 

    (3) 投資有価証券 

これらの時価について、株式は取引所の価格によっておりま

す。 

    負 債 

    (1) 支払手形及び買掛金、(2) 未払金 

これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額と近似し

ていることから、当該帳簿価額によっております。 
   2. 時価を把握することが極めて困難と認められる金融商品 

 
区       分 連結貸借対照表計上額（千円) 

非 上 場 株 式 11,880 

これらについては、市場価格がなく、時価を把握することが

極めて困難と認められることから、資産の「(3) 投資有価証券 

(その他有価証券)」には含めておりません。 
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   3. 金銭債権の連結決算日後の償還予定額 
 

 １年以内（千円) 

現 金 及 び 預 金 868,336 

受 取 手 形 及 び 売 掛 金 3,025,115 

合       計 3,893,452 

 
(賃貸等不動産に関する注記） 

 １.賃貸不動産の状況に関する事項 

  当社では、大阪府その他の地域において、賃貸用駐車場及び住宅を有

しております。 

 ２.賃貸不動産の時価に関する事項 
 

連結貸借対照表計上額 (千円) 連結決算日における時価 (千円) 

798,427 738,897 
 

（注）1. 連結貸借対照表計上額は、取得原価から減価償却累計額を控除

した金額であります。 

   2. 時価の算定方法 

主として、社外の不動産鑑定士による不動産鑑定評価書に基づ

きます。 

 
(１株当たり情報に関する注記） 

 1. １株当たり純資産額 1,914円66銭

 2. １株当たり当期純利益 17円81銭

 
(重要な後発事象に関する注記） 

投資有価証券の売却 

当社は、保有する投資有価証券の一部を売却することを決定し、平成29

年10月18日から平成29年10月19日にかけて売却いたしました。これにより、

翌連結会計年度に投資有価証券売却益（特別利益）を計上いたします。 

① 売却株式 当社保有の上場株式１銘柄 

② 売却日 平成29年10月18日及び平成29年10月19日 

③ 投資有価証券売却益 56,824千円 
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会社の概況（平成29年９月30日現在） 
 

社 名 株式会社 大  森  屋 

設 立 昭和30年３月 
  

主要な事業内容 当社は主として、海苔加工販売を事業と

し、これに附帯する業務を営んでおりま

す。 
  

資 本 金 814,340,400円 

従 業 員 数 117名 

主要な事業所  

本社・大阪支店 大阪市福島区野田４丁目３番34号 

特 販 部 大阪市此花区西九条１丁目１番60号 

東 京 支 店 東京都練馬区高野台２丁目27番17号 

福 岡 工 場 福岡県柳川市大和町豊原111 

広 川 工 場 福岡県八女郡広川町大字日吉548番16 

関西物流センター 兵庫県西宮市山口町阪神流通センター１丁目93号 

 

役員（平成29年９月30日現在） 
 

代表取締役会長 稲 野 龍 平 

代表取締役社長 稲 野 達 郎 

専 務 取 締 役 川 口 良 夫 

専 務 取 締 役 稲 野 貴 之 

取 締 役 西 野 貴 博 

取 締 役 大 當 敏 仁 

取 締 役 叶  裕 一 

常 勤 監 査 役 別 所  厚 

監 査 役 村 川 義 夫 

監 査 役 叶     智 加 羅 

監 査 役 北 村 英 嗣 
 

(注) 1. 取締役叶裕一氏は社外取締役であり、東京証券取引所に独立役
員として届け出ております。 

2. 監査役叶智加羅氏および北村英嗣氏は社外監査役であり、東京
証券取引所に独立役員として届け出ております。 
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株式の状況（平成29年９月30日現在） 
 

発行可能株式総数 11,561,360株 

発行済株式の総数 5,098,096株 

株 主 数 1,451名 

大株主(上位10名) 

千株 
 

大 森 屋 共 栄 持 株 会 451 

稲 野 達 郎 309 

稲 野 龍 平 292 

楠 瀬 好 房 243 

稲 野 惠 子 196 

稲 野 貴 之 140 

株式会社三菱東京ＵＦＪ銀行 140 

農 林 中 央 金 庫 140 

株 式 会 社 三 井 住 友 銀 行 140 

大 森 屋 社 員 持 株 会 112 

 
連結子会社 

 
社 名 大森屋（上海）貿易有限公司 

  

設 立 平成25年３月 
  

主要な事業内容 食品および食品関連商材の貿易・販売等 

  

資 本 金 6,300千人民元 
  

従 業 員 数 ３名 

  

所 在 地 中華人民共和国 上海市 
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株主メモ 

 
事 業 年 度 10月１日から翌年９月30日まで 

期末配当金受領株主確定日 ９月30日 

中間配当金受領株主確定日 ３月31日 

定 時 株 主 総 会 毎年12月 

株 主 名 簿 管 理 人 

特別口座の口座管理機関 
三菱UFJ信託銀行株式会社 

各 種 お 問 合 せ 先 

郵 便 物 送 付 先 

 
三菱UFJ信託銀行株式会社 大阪証券代行部 

〒541-8502 大阪市中央区伏見町三丁目６番３号 

電話 0120-094-777 (通話料無料) 

〔受付時間 9:00～17:00(土､日､祝祭日､年末年始を除く)〕 

ホームページ http://www.tr.mufg.jp/daikou/ 

上 場 証 券 取 引 所 東京証券取引所（JASDAQ市場） 

公 告 の 方 法 

 
電子公告により行います。ただし、事故

その他やむを得ない事由によって電子公

告ができない場合は、日本経済新聞に掲

載いたします。 

公告掲載URL 

http://www.ohmoriya.com 

 
(ご注意) 

1.株主様の住所変更、買取請求その他各種お手続きにつきましては、

原則、口座を開設されている口座管理機関（証券会社等）で承ること

となっております。口座を開設されている証券会社等にお問合せくだ

さい。株主名簿管理人（三菱UFJ信託銀行）ではお取り扱いできませ

んのでご注意ください。 

2.特別口座に記録された株式に関する各種お手続きにつきましては、

三菱UFJ信託銀行が口座管理機関となっておりますので、上記特別口

座の口座管理機関（三菱UFJ信託銀行）にお問合せください。なお、

三菱UFJ信託銀行全国各支店にてもお取次ぎいたします。 

3.未受領の配当金につきましては、三菱UFJ信託銀行本支店でお支払い

いたします。 

 

 

株主優待制度に関するご案内 

1. 株主優待方法  毎年９月30日現在の株主に対し3,000円

相当の自社製品を贈呈する。また、毎

年３月31日現在の株主に対し2,000円相

当の自社製品を贈呈する。 

2. 贈 呈 基 準  所有株式数1,000株以上の株主 
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